
 

 

教育職員免許状取得の手引 第４編 第４章 

（令和４年７月以降申請用） 

 

所持免許状を基礎にして、 

在職年数と修得単位で 

隣接校種免許状を取得する場合 

（幼稚園・小学校・中学校・高等学校） 

 
 ＜目次＞ 

 Ⅰ 共通事項 

  １ 概要 ----------------------------------------------------------------- １ 

  ２ 単位の修得 ----------------------------------------------------------- １ 

  ３ 在職年数 ------------------------------------------------------------- ２ 

 

 Ⅱ 取得しようとする免許状の種類別の必要単位数等 

  第１ 幼稚園教諭免許状を取得する場合 ------------------------------------- ７ 

  第２ 小学校教諭免許状を取得する場合 ------------------------------------- ８ 

  第３ 中学校教諭免許状を取得する場合 ------------------------------------- ９ 

  第４ 高等学校教諭免許状を取得する場合 ----------------------------------- 13 

 
 
 
 
 

神奈川県教育委員会教職員企画課免許グループ 



第４章（隣接校種）－1 

 

第４章 所持免許状を基礎にして、在職年数と修得単位で隣接校種の免許状を取得す

る場合（幼稚園・小学校・中学校・高等学校） 

 

Ⅰ 共通事項 

１ 概要 

  基礎となる免許状を取得した後、「基礎となる免許状の校種及び教科の在職年数」又は「取得

しようとする免許状の種類に応じた在職年数」と、所定の単位を修得して、隣接校種の二種免

許状（高等学校教諭は一種免許状）を取得します（法第６条、法別表第８を根拠に、教育職員

検定による取得）。 

取得しようとする免許状 基礎となる免許状 

幼稚園教諭二種免許状 小学校教諭免許状（専修・一種・二種） 

小学校教諭二種免許状 
幼稚園教諭免許状（専修・一種・二種） 

中学校教諭免許状（専修・一種・二種） 

中学校教諭二種免許状 
小学校教諭免許状（専修・一種・二種） 

高等学校教諭免許状（専修・一種） 

高等学校教諭一種免許状 中学校教諭免許状（専修・一種） 

  教育職員検定の場合、免許状取得に必要な在職年数と所定の単位の詳細は、都道府県によっ

て異なります。この御案内は、神奈川県教育委員会における内容です。 

  また、神奈川県教育委員会に免許取得の申請ができるのは、神奈川県内にお住まいの方又は

神奈川県内の学校に教員として勤務する方となります。 

 （注）以下では、次のとおり法令を略称で表示します。 

略称 法令名（正式名称） 備考 

法 教育職員免許法  

規則 教育職員免許法施行規則 文部省令 

細則 教育職員免許法及び教育職員免許法施行法施行細則 神奈川県教育委員会規則 

 

２ 単位の修得 

 (1) 単位の修得時期 

   基礎となる免許状を取得した後に修得した単位が有効です。 

  （基礎となる免許状の取得以前に修得した単位は使用できません。） 

  ※ 基礎となる免許状の取得後であれば、改正法施行日（平成 14年７月１日）より前でも可。 

 

 (2) 単位が修得できる大学等 

   法別表第８により免許状を取得する場合の必要単位は、認定課程を有する大学等のほか、

認定課程を有しない大学、認定講習等で修得できます。ただし、小学校教諭免許状を基礎と

して、中学校教諭二種免許状を取得しようとする場合の「教科に関する専門的事項」は、一

般的包括的内容を含みながらそれぞれ１単位以上修得する必要があることから、一般的包括

的内容を含んだ科目を開設している「認定課程を有する大学等」又は「認定講習等」で単位

修得をしてください。 

   修得単位は、「学力に関する証明書」の発行により証明されることが必要です。 
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３ 在職年数 

  隣接校種の免許状を取得する場合、「基礎となる免許状を取得した後、下表の「在職年数の区

分」の「基礎となる在職年数」として(1)又は(2)で３年以上の在職年数が必要です。また、「基

礎となる在職年数」が３年以上あるほかに、「単位軽減となる在職年数」が１年以上ある場合は、

必要単位が軽減されます。 

在職年数の区分 説明 
在職年数 

となる学校 
在職年数となる職等 

基礎と

なる在

職年数 

(1)基礎

となる免

許状の校

種及び教

科の在職

年数 

３年以上必要

（ない場合は、

隣接校種の免許

状の取得はでき

ません）。 

P.２ (1) 

基礎となる免許状を取得した後（注

１）、「(1)基礎となる免許状での在職

年数となる学校」又は「(2)取得しよう

とする免許状の種類に応じた在職年数

となる学校」における「主幹教諭（養護

又は栄養の指導及び管理をつかさどる

主幹教諭を除く）、指導教諭、教諭又は

講師」（注２）（注３）として良好な成

績で勤務した最低在職年数 

(2)取得

しようと

する免許

状の種類

に応じた

在職年数 

単位軽

減とな

る在職

年数 

１年以上ある場

合は、必要単位

が軽減されま

す。 

P.３ (2) 

基礎となる免許状を取得した後、「(2)

取得しようとする免許状の種類に応じ

た在職年数となる学校」における教員

（注４）として良好な成績で勤務した

最低在職年数 

 （注１）改正法施行日（平成 14年７月１日）より前でも可。 

 （注２）「基礎となる免許状」が幼稚園教諭免許状の場合は、「主幹教諭～講師」に幼保連携型

認定こども園の主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭又は講師を含みます。 

 （注３）「主幹教諭、指導教諭、教諭又は講師」としての在職年数には、基礎となる免許状を取

得した後の臨時免許状での在職年数を含みます。ただし、臨時免許状での「助教諭」と

しての在職年数は含みません。 

 （注４）「教員」としての在職年数には、臨時免許状での助教諭としての在職年数を含みます。

また、「取得しようとする免許状」が幼稚園教諭二種免許状の場合は、幼保連携型認定こ

ども園の主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭又は講師を含みます。 

 

 (1) 基礎となる免許状の校種及び教科の在職年数となる学校 

基礎となる免許状 在職年数となる学校等 

幼稚園教諭免許状 

(専修・一種・二種) 
幼稚園 

特別支援学

校の幼稚部 

幼保連携型認

定こども園 

 
 学

校
以
外
の
教
育
施
設 

（
４
ペ
ー
ジ
の
（
３
）
参
照
） 

小学校教諭免許状 

(専修・一種・二種) 
小学校 

特別支援学

校の小学部 

 義務教育学

校前期課程 
 

中学校教諭免許状 

（※） 
中学校 

特別支援学

校の中学部 

 義務教育学

校後期課程 

中等教育学

校前期課程 

高等学校教諭免許状 

(専修・一種) 

高等学

校 

特別支援学

校の高等部 

  中等教育学

校後期課程 

  ※ 「取得しようとする免許状」が小学校教諭二種免許状の場合は、（専修・一種・二種） 

    「取得しようとする免許状」が高等学校教諭一種免許状の場合は、（専修・一種） 
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 (2) 取得しようとする免許状の種類に応じた在職年数 

取得しようと

する免許状 
在職年数となる学校等 

幼稚園教諭 

二種免許状 
幼稚園 

特別支援

学校の幼

稚部 

幼保連携

型認定こ

ども園 

   
学
校
以
外
の
教
育
施
設
（
４
ペ
ー
ジ
の
（
３
）
参
照
） 

小学校教諭 

二種免許状 
小学校 

特別支援

学校の小

学部 

 義務教 

育学校 

（※１） 

 小学校における教育

と一貫した教育を施

す中学校（※２） 

中学校教諭 

二種免許状 
中学校 

特別支援

学校の中

学部 

 

義務教 

育学校 

（※１） 

中等教 

育学校 

（※１） 

中学校における教育

と一貫した教育を施

す小学校（※２） 

 

中学校における教育

と一貫した教育を施

す高等学校（※３） 

高等学校教諭 

一種免許状 

高等学

校 

特別支援

学校の高

等部 

  中等教 

育学校 

（※１） 

高等学校における教

育と一貫した教育を

施す中学校（※３） 

  ※１ 義務教育学校や中等教育学校は、対象学年（課程）が異なったとしても、９年又は６

年間の一貫した教育を行っており、その学校の経験を幅広く評価できることから、この

表の義務教育学校と中等教育学校は前期課程・後期課程を問いません。 

  ※２ 学校教育法施行規則第 79条の９第１項の規定によるもの 

  ※３ 学校教育法第 71条の規定によるもの 

 

 （参考）取得しようとする免許状の種類に応じた在職年数となる場合 

取得しようとする免許状の種類に 

応じた在職年数となる場合の例 
説明（関係法令） 

中学校教諭（音楽）免許状を有する者が、

小学校で音楽の専科担任を行う場合 
専科担任（法第 16条の５第１項） 

特別支援学校教諭普通免許状（知的）と小

学校教諭免許状を有する者が、特別支援学

校（知的）中学部の教諭となる場合 

特別支援学校普通免許状（知的）のほか、幼稚

園、小学校、中学校又は高等学校のいずれかの学

校の教諭の普通免許状を有する者が、特別支援

学校で専ら知的障害者に対し、自立教科等以外

の教科の教授又は実習を担任する教諭又は講師

となることができる（法第 17条の３）。 

小学校教諭免許状を有する者が、中学校で

特別非常勤講師を行う場合 

教科の領域の一部の事項又は実習を担任する非

常勤講師は、相当免許状を有しない者を充てる

ことができる（法第３条の２）。 

「基礎となる免許状」を取得した後、「取

得しようとする免許状」の校種の助教諭臨

時免許状を取得し、主幹教諭、指導教諭、

教諭又は講師となる場合（※） 

臨時免許状は、普通免許状を有する者を採用す

ることができない場合に限り（中略）授与する

（後略）（法第５条第６項）。 

  ※ 「基礎となる免許状」を取得する前の在職年数や、助教諭としての在職年数は使えませ

ん。 
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 (3) 学校以外の教育施設 

   下表の「学校以外の教育施設」において教育に従事した者（免許法別表第３備考第２号の

規定により実務に関する証明を受けることのできる者を除く。）は、「相当する学校の教員」

の在職年数となります。 

学校以外の教育施設 相当する学校の教員 

少年院法による少年院 
授業を担当した課程に応じ、小学校、

中学校又は高等学校 

海外に在留する邦人の子女のための在外教育施設

で、文部科学大臣が小学校、中学校又は高等学校の

課程と同等の課程を有するものとして認定したもの 

授業を担当した課程に応じ、小学校、

中学校又は高等学校 

外国の教育施設又はこれに準ずるもの（前項に掲げ

るものを除き、独立行政法人国際協力機構法に基づ

き派遣された場合に限る。） 

授業を担当した課程に応じ、幼稚園、

小学校、中学校又は高等学校 

 

 

 (4) 在職年数の考え方 

在職年数の考え方 具体例 

「(1) 基礎となる免

許状の校種及び教科

の在職年数」となる

かどうかは、右欄の

具体例で御確認くだ

さい。 

 隣接校種の免許状を取得する場合は、「取得しようとする免許状」

の校種・教科を基準にして、「基礎となる免許状」の在職年数の通

算方法が決まります。 

 小学校教諭二種免許状を取得しようとする場合に、「中学校教諭一

種免許状（理科）で２年、中学校教諭二種免許状（数学）で１年」

の在職年数がある場合は、基礎となる免許状での在職年数が３年に

なります。 

⇒ 小学校教諭二種免許状を取得する場合は、小学校で複数教科を

教えるため、基礎となる免許状（中学校教諭免許状）の複数教科の

教授期間を通算できます。 

 中学校教諭二種免許状（社会）を取得しようとする場合に、「高等

学校教諭一種免許状（公民）で２年、高等学校教諭一種免許状（地

理歴史）で１年」の在職年数がある場合は、基礎となる免許状での

在職年数が３年にはなりません。 

⇒ 中学校教諭二種（又は高等学校教諭一種）免許状を取得する場合

は、高等学校教諭や中学校教諭が教科担任制なので、「基礎となる

免許状」の種類は同じ（一つの教科）でなければなりません。上記

の例では、公民又は地理歴史のどちらかで３年以上の在職年数が

必要です。 
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 (4) 在職年数の考え方（続き） 

在職年数の考え方 具体例 

専科担任を行った在

職年数は、「基礎と

なる在職年数」にな

ります。また、「単位

軽減となる在職年

数」にもなります。 

 「基礎となる免許状」が中学校教諭（音楽）免許状、「取得しよう

とする免許状」が小学校教諭免許状、小学校で音楽の専科担任とし

て４年の在職年数がある場合の扱いは、次のようになります。 

 「取得しようとする免許状」での在職年数（小学校で３年）があ

るので、隣接校種による免許状の取得が可能です。 

 「取得しようとする免許状」での在職年数が４年以上ある場合

は、３年を超える部分について必要単位数が軽減されます。 

※ 法改正（令和４年７月１日施行）で含めることができるようにな

りました（施行日以前の在職年数も含めることが可能）。 

日本人学校に派遣さ

れていた期間は、在

職年数に含めること

ができます。 

 日本人学校に派遣されていた期間は、在職年数に含めることができ

ます（規則第 67条）。 

※ 法改正（令和４年７月１日施行）で含めることができるようにな

りました（施行日以前の在職年数も含めることが可能）。 

休職、育児休業の期間

は、在職年数に含める

ことができません。 

 

臨時的任用職員の期

間は、「月数と日数」

となります。 

 任用期間が平成 29年４月１日～平成 30年３月 25日の場合の在職

年数は 11月と 25日です。 

 月の途中から任用された場合の在職年数は、在職年数の計算方法

（次ページ）によります。 

非常勤講師等の期間

は、勤務条件により

期間の換算を行った

「換算後の月数と日

数」となります。 

 在職年数の計算方法（次ページ）により算出されたものとします。 
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（参考）在職年数の計算方法 

 ア 月数の計算 

任期（始） 

任期（終）の月に応

当日（同じ日付）が

あるか 

在職期間が２か月となる場合 

任期（終） 例 

月の初日 － 翌月の末日 
 １月１日 ～２月 28日（※１） 

 ９月１日 ～10月 31日 

月の初日 

以外 

ある 
翌々月の応当日の

前日 

 １月 15日～３月 14日 

 ３月 31日～５月 30日 

 ７月 30日～９月 29日 

ない 翌々月の末日  ７月 31日～９月 30日 

  ※１ うるう年の場合は「２月 29日」 

 

 イ 在職年数への換算率（※２ 非常勤講師の担当日時数に、日／週と時間／週の両方の記載

がある場合は、換算率の高い方を適用） 

職 換算率 

正規教員、臨時的任用職員、常勤講師 
１／１ 

非常勤

講師 
担当日時数 

６日／週 又は   15時間／週以上 

５日／週 又は 12～14時間／週 

※

２ 

５／６ 

４日／週 又は ９～11時間／週 ２／３ 

３日／週 又は ６～８時間／週 １／２ 

２日／週 又は ３～５時間／週 １／３ 

１日／週 又は   ２時間／週以下 １／６ 

 

 ウ 非常勤講師の「換算後の月数と日数」の算出 

 換算率１／１の期間は、任用期間の「月数と日数」となります。 

 換算率５／６以下の期間は、「ア 月数の計算」により算出された月数（１月未満切捨）

に「イ 在職年数への換算率」を掛けた「換算後の月数」（１月未満切捨）となります。 

 

    （例１）Ａ校：H23.4.1～H23.11.20（５日／週）の場合（任用期間は７月と 20日） 

        ⇒ ７月×５／６＝５．８３ ⇒ ５月 

 

    （例２）Ｂ校：H23.4.5～H24.3.20（週６時間）、Ｃ校：H23.10.1～H24.3.20（週９時間）

の場合、重複期間の時間数を合算して（期間１）と(期間２)にします。 

        （期間１） H23.4.5～H24.9.30（週６時間）（任用期間は５月と 26日） 

              ⇒ ５月×１／２＝２．５ ⇒ ２月 

        （期間２） H23.10.1～H24.3.20（週 15時間）（任用期間は５月と 20日） 

              ⇒ 換算率１／１なので、５月と 20日 

 

            H23.4.5        9.30  10.1         H24.3.20 

 

 

 

 

週 6時間 週 15時間 


